
(5)事業／販売体制 (8)技術・システムの応用可能性

要素技術「BACFlex」については、H20年度に、「ビルマルチエアコン（ビルマル）」を
インターネットを通して制御できることを実証した。これにより、BACnetと併せて、既存
建物、既存街区のほとんどの空調システムの、快適・省エネ（例えば快適性を損なわ
ないク ルビズ ウォ ムビズ）制御が可能にな た 既存ビルの省エネ度が低い場
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(6)成果発表状況

ないクールビズ・ウォームビズ）制御が可能になった。既存ビルの省エネ度が低い場
合、数10％のCO2削減が可能である。このシステムをモデル事業として展開するなら
ば、京都議定書目標達成に即効性がある。（日本版グリーンニューディールに貢献で
きると確信）。街区の省エネについては研究を推進中であるが、図に示すように公共
施設、都市開発等における省エネに貢献することができる。さらに、BACFlexの基本
プロトコルが世界標準として採用されればアジア・世界で新しい「快適省エネビジネス」
が可能になる
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(6)成果発表状況
・2006年度日本建築学会大会学術講演会(横浜,2006/09) ：

「CO2削減のための建築設備の自動コントロールシステム技術に関する開発・研究 その5 自動コ
ントロールのためのシステム共通プラットホームBACFlex(BAC Flexible Platform)の開発 」

・平成18年度空気調和・衛生工学会大会(長野,2006/09)：
「CO2排出量削減のための空調機器の自動制御システム開発に関する研究(第4報) 熱負荷シ
ミュレーションと設備運転制御を統合した自動化システムのためのサーバプラットホーム
(BACFlex-BAC Flexible Platform)の開発 」

が可能になる。
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(7)期待される効果

( )
・平成19年度空気調和・衛生工学会大会(仙台,2007/09) ：

「CO2排出量削減のための空調機器の自動制御システム開発に関する研究(第10報) BACFlex
について 」
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「街区・地域の環境・熱エネルギー
制御システム」

（H20-22年度 代表者 藤田壮）
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制御上記(5)のビジネスモデルを実現するように、日本版グリー

ンニューディール政策が実施される場合を想定する。

2011～2012年度に集中的に事業者への補助金とユーザーへ
の助成金を投入する。それによって、業務その他部門の10%、
家庭部門の3%に導入することができ 平均30%の省エネ効果が

(9）今後の事業展開に向けての課題

○事業拡大の実現に向けた課題
・BACFlexによる既存建築物快適省エネモデル事業化；
例えば「日本版グリーンニューディール」

家庭部門の3%に導入することができ、平均30%の省エネ効果が
得られるものと仮定した場合には、業務その他部門で430万ト
ン／年、家庭部門で160万トン／年程度のCO2削減が可能に
なってくる。効果の大きさは、迅速さと投入の大きさによっ
て異なってくるが、BACFlexシステムの持つ「見える化」機能
により省エネトップランナーを競うような国民運動の展開を

・新省エネ事業者として協力するデベロッパー、ESCO、ベンチャー企業等の開拓
・新省エネ事業者への補助金やユーザーへの助成金制度
・海外への事業展開に向けた、プロトコールの世界標準化、デファクトスタンダード化

○行政との連携に関する意向
・自治体やNPO等との連携による消費者向け導入相談窓口の設置・運用

省 ネ ッ 競う う 国民 動 展開
行うことも有効であると思われる。2013年度以降もユーザー
への助成金や啓発活動を続けるならば、最終的に数千万トン
のCO2削減も夢ではない。

自治体や O等との連携による消費者向け導入相談窓 の設置 運用
・地方公共団体による地域への導入支援事業の展開 等
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(1)事業概要

【事業名】店舗、オフィス等業務施設における効率的なエネルギーモニタリングシステムに関する技術開発

【代表者】株式会社荏原製作所 谷内 宏 【営業担当】 田中 健次郎 【実施年度】平成16～17年度

(3)計測器製品仕様

No. 16-5
(1)事業概要

本事業では中小規模の店舗、オフィス等業務施設用のエネルギー消費量を計測するエネルギーモニタリング
システムの開発を行った。本システムは計測対象となるビル等に設置する計測装置（以降GMU）と、計測し
たデータを一元的に収集するセンタシステム（以降GMS）から構成され、現状のエネルギー使用状況をきめ
細かに把握し、省エネ施策の立案へつなげる根拠として利用するほか、省エネ施策の効果検証等に利用す
るシステムである。

(3)計測器製品仕様

・本体耐用年数 ：約10年（電池寿命約6年）
・使用条件等 ：電圧DC5V（AC100Vアダプタ有）
・電力量収容点数 ：約2,000点/GMU
・接点収容点数 ：約256点/GMU
・アナログ収容点数：約256台/GMU

(2)技術開発の成果/製品のイメージ (4)事業化による販売目標

＜事業展開における目標＞

2011年4月より本格的な事業展開を予定

画面例
①ビル全体の計測から小規模な多店舗の一元管理まで、既存の

IPネットワーク（LANやインターネット）を利用した経済的なモニ
タリングを実現

年度 ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

2011年4月より本格的な事業展開を予定
タリングを実現

②利用者はWebブラウザがあればどこからでも監視可能。セン
ターに接続するだけでリアルタイムな監視・モニタリングを実現

③ASP方式で提供のため利用者はサーバのメンテナンスやバー
ジョンアップ対応等が不要

④任意のグルーピングや階層管理が可能であり、複数ビル、複数
目標台数 50台 50台 300台 1,000台

目標点数 100点 250点 1,500点 10,000点

＜事業スケジュ ル＞デマンド

テナント プラント
お客様計測の一例（電力量）

席上で全てを管理

サーバメンテ不要

フロア、多店舗等の一括管理や集計が容易

⑤定期レポート機能やメール通知機能が充実

年度 2009 2010 2011 2012

＜事業スケジュール＞
コンソーシアムメンバー個々の販売ネットワークを利用して事業
展開を実施。センタシステムは24時間監視センタを保有する
NTTファシリティーズが分担し、逐次機能拡充のバージョンアッ
プ等を実施

IPネットワーク
（Internet）

取引用
計 器

子メー
タ ・きめ細かな実態把握

・データ収集・管理・共有

・省エネ効果検証

省エネ啓発 意識向上

デマンド
メータ

オフィス
・Web、携帯で閲覧
・定期レポートWhM

サ ンテ不要

GMU

年度 2009 2010 2011 2012
（目標）

プレ営業

本格営業

（Internet） ・省エネ啓発・意識向上

･･･etc

空調
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動力
負荷

電灯
負荷

計測データを一時
的に集約するた
めの装置

監視センタ

GMS

計測ユニット

機能拡充

負荷 負荷 負荷 工 場 店 舗 ASPサーバ

お客様にて構築（物品販売・構築）お客様にて構築（物品販売・構築） ASPにてご提供（月額使用料）ASPにてご提供（月額使用料）
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(5)事業／販売体制
(8)技術・システムの応用可能性

計測装置（GMU）は計測機器と通信を行う手段としてRS485を利用したが、この他
にもオープンプロトコルと呼ばれる産業機器との通信手段は複数存在し、Zigbeeや
PLCに代表される新しい通信技術も実用化されている これらへの対応を図ることに

委託提供

提供提供
荏原製作所

Ｎ
Ｔ
Ｔ
フ

工事

ハードウェア製造

（Ａ）社

PLCに代表される新しい通信技術も実用化されている。これらへの対応を図ることに

より様々な機器のモニタリングや制御が可能になり、例えば空調や照明の最適制御
等、多岐の応用範囲が期待できる。
またセンタサーバ（GMS）側では、レポーティング機能の拡充による報告書作成の自
動化、BEMSやデマンド制御装置との連携、生産システムとの協調等、他のセンタシ
ステムとの連携により、さらなる利便性の向上が期待できる。
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(6)事業体勢の整備状況

・協業４社間の権利義務等の確認し、販売体制を整えた。
・新機能の付加やリファインなどを実施し魅力ある製品つくりを継続中。
・リサーチを兼ねた顧客への提供申し入れを進め、２０１２年の本格的事業展開に備

GMU GMS
他システム
との連携

対応プ
ロトコル
の拡張

( ) 効

リサ チを兼ねた顧客 の提供申し入れを進め、２０１２年の本格的事業展開に備
える。

全体システム 報告書自
動作成

産業機

Zigbee,
PLCへ
の対応

(7)期待される効果

本システムはエネルギー計測を行うものであり、直接のCO2削減効果は期待できない。
ただし、従来の人員による作業時間と比較して省力化できること、意識向上により省エ
ネ行動につながること、また現状把握により潜在していた省エネ対策が実施可能となる
ことを勘案し、本システムが結果的に省エネ率1%の実現につながると仮定して効果を
試算した

監視機能
拡充

器の制
御

ICTとFAの連携による相乗効果

試算した。

○2010年時点の削減効果
・年間CO2削減量：262 t-CO2 ／年

・5,000㎡ビルでエネルギーモニタリングを実施、省エネ率1%達成と仮定
・事務所ビルのエネルギー消費原単位:2,180MJ/㎡、電力比率:85%＊

(9）今後の事業展開に向けての課題

○シナリオ実現に向けた課題
・需要を見据えた機能拡充の方向性検討
・環境意識の強い企業、団体への販売促進

○2012年時点の削減効果

2012年度に期待される最大普及台数 累積1000台（500ビル）

＊出展:ビルの省エネガイドブック 省エネルギーセンタ

・換算係数:9.83MJ/kWh、0.555kg-CO2/kWhより 5.23t-CO2/件/年
・単年50ビル導入した場合、50件×5.23t-CO2/件/年=262t-CO2

環境意識の強い企業、団体 の販売促進
・エネルギー消費の「見える化」による個人・社会の意識変革
・PDCAサイクルによる継続的かつ具体的なエネルギー対策の立案

○行政との連携に関する意向
・地方公共団体による地域へのモデル的な導入支援事業の展開
・省エネ機器フィールドテストの検証機器として適用・2012年度に期待される最大普及台数：累積1000台（500ビル）

・累積導入ビル数を500ビル、3年間利用と想定した場合、前記の計算により、
500件×5.23t-CO2/件/年×3年=7,845t-CO2

省エネ機器フィ ルドテストの検証機器として適用
・計測が義務化されている補助事業等への展開
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